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［資料l
「労働集団，および企業，施設，組織の管理に
おけるその役割の向上に関するソ連邦法律」
?
??????
企業，施設，組織の労働集団は，社会主義社会の基本的細胞であり，ソ連
邦憲法に従って，国の政治生活，経済生活および社会生活において広範な権
限を行使する。ソ連邦の労働集団の活動は，生産手段の社会主義的所有と経
済の計画的発展に基礎をおいている。労働集団では，共同労働が同志的協力
と相互援助の原則のうえにおこなわれており，国家的利害，社会的利害およ
ぴ個人的利害の統一が確保されており，集団に対する各人の，および各働き
手にたいする集団の責任性の原則が確隠されている。労働集団の使命は，国
の物質的富と精神的富を豊かにし，硯存の資源を合理的に利用し，集団成員
について，その労働，生活およぴ休息の条件の改善について，絶えず配慮す
るところにある。
成熟した社会主義の条件のもとでは，生産生活，社会生活および国家生活
における労働集団の役割が高まり，企業，施設，組織の管理に労働者，コルホ
ーズ員，ィンテリゲンチアが積極的に参加するための可能性が拡大し，共産
主義建設が進むなかで発展する真の社会主義的自主管理がおこなわれる。
労働集団の活動における自覚的な規律と高度な組織性，集団成員のイニシ
アチプと積極性，大衆的な技術的創意は，生産の集約化，科学・技術進歩の
促進，社会的労働の生産性の増大，ソヴェト人民の福祉の向上，個性の全面
的発達の必須の条件である。
114(574) 第 28巻第 4 号
共産党とソヴェト国家は，社会主義的民主主義をいっそう展開する路線を
実行しつつ，勤労者の管理参加についてのレーニン的命題，すなわち，各勤
労者が自らの企業における主人公および国全体の代表と感じなければならな
ぃ，という命題を首尾一貫して実硯している。企業，施設，組織の管理のい
っそうの民主化は，労働集団のなかで活動している社会組織の積極性の向上
と不可分に関連している。動労者の政治的自覚の増大，その文化的水準と職
業的水準の向上，管理と経済運営の改善は，労働集団の権利を拡大し社会に
たいするその責任性を強化するための前提をつくりだす。
第I章総 則
第1条企業，施設，組織の労働集団
企業，施設，組織の労働集団は，国有企業と社会的企業において，施設，
組織において，コルホーズおよびその他の協同組合組織において共同の労働
活動をおこなう，すべての働き手の合同休である。
単一の労働集団の組成のなかで， 企業， 施設， 組織の構造に応じて， 職
場，支部，．職区，作業班，その他の細部分の集団が行動する。
労働集団は， ソ連邦共産党組織の指導のもとで，あらゆる手をつくしてソ
連邦の社会制度と社会主義的生活様式を強め発展させることに向けられた経
済的，社会的およぴ政治的機能を遂行し，生産生活，社会生活および国家生
活への，企業，施設，組織の管理への，勤労者の積極的な参加を促す。
労働集団の責務と義務は，高度に生産的な労働，党の決定の実行， ソヴェ
トの法律と政府の決定の確固たる執行，国家計画と契約義務の遂行，活動の
効率と質の向上，労働規律，生産規律および国家規律の強化，集団成員の労
働上の積極性および社会・政治的積極性の発展についてのたえまない配應，
社会主義建設者の道徳的原則の精神での集団成員の教育である。
ソヴェト国家は，労働集団にたいして，それに課せられた任務を遂行し自
らの権限をそれが行使するのに必要な条件をつくりだす。
「労働集団……に関するソ連邦法律」（長砂） （藤井） （575)115 
第2条労働集団に関する法令
労働集団に関する法令は，労働集団の基本的な権利および義務，企業，施
設，組織の管理におけるその権限を規定しているこの法律，ソ連邦のその他
の法令，およぴ，それに従って労働集団の活動の個々の問題に関して発布さ
れる加盟共和国の法令からなる。
労働集団に関する法令に遮反した人は，定められた手続きで責任を負う。
第3条 労働集団および国家権力と国家管理の機関
国家権力と国家管理の機関は，ソ連邦憲法とソヴエトの法律に従って，自
らの管轄の範囲内で，民主集中制にもとづいて労働集団の活動にたいする国
家的指導を確保する。労働集団は，人民代表ソヴェトとそれに属する機関が
その審議に託す国家建設，経済建設および社会・文化建設の問題を検討し，
その地域での総合的な経済的および社会的発展に関する，また，当該地方ソ
ヴェトの管轄にかかわる他の問題に関する提案を人民代表地方ソヴェトの検
討に託す。
労働集団の意見や提案は，当該の企業，施設，組織にかかわる決定を採択
するさいに，国家権力と国家管理の機関によって考慮される。
人民代表ソヴェト， その執行機関と運営機開， 省， 国家委員会および部
局，経済機関は，企業，施設，組織の中断のないリズミカルな活動のための
条件を確保し，労働集団の活動における民主主義的原則の発展にあらゆる手
をつくして働きかける。
国家権力と国家管理の機関は，自らの活動について，採択された決定につ
いて，およびその遂行状況について労働集団に情報を提供する。
第4条 企業，施設，組織の管理への労働集団の参加の原則
労働集団は， 企業， 施設， 組織の管理に以下の原則にもとづいて参加す
る。
国家，社会，集団およぴ個人の利害の調和のとれた結合。
勤労者の広範な管理参加と結合された管理部の単独責任制。
労働集団の権利と義務の統一。
116(576) 第 28 巻第 4 号
労働規律， 生産規律および国家規律， 社会主義的適法性の確固とした遵
守，集団の各成員の権利と法的利害の保護。
集団成員の労働上の積極性と社会・政治的積極性および創造的イニシアチ
プのあらゆる手をつくした発展，労働集団の権限の行使への成員の参加，個
性の全面的発達のための条件の創出。
企業，施設，組織の活動の問題の集団的審議と決定。
批判と自己批判の発展，集団の責任者およびその他の成員の活動の全面的
評価，当面する任務の遂行にたいする集団成員の責任性の向上。
企業，施設，組織の活動についての公開制，集団成員への系統的な情報提
供，世論の考慮。
第5条 国家的事業と社会的事業の審議と決定における労働集団の基本的
権限
労働集団はソ連邦および加盟共和国の法令に従って，
労働集団の利害に触れる法律草案，人民代表地方‘ノヴェトの決定，および
審議に託される国家生活と社会生活のその他の問題を検討し，それに関して
自らの提案をおこなう。
人民代表ソヴェトの代脹員侯補者を推薦し，選挙委員会を構成する代表者
を推薦する。
労働集団によって推薦された人民代表‘ノヴェトの代議員の報告，また人民
代表地方ソヴェトの執行委員会，その支部および管理局の報告を聞く。
人民裁判所に候補者を推薦し，地区（市）人民裁判所の人民審判委員を選
出し，その報告を聞く。
人民代表ソヴェトの代議員，人民裁判所の解任について問題を提起し，選
挙人の信頼に応えなかった地区（市）人民裁判所の人民審判委員を解任す
る。
常設生産会議，人民統制の委員会，グループおよび役職，同志裁判所，労
働集団のなかで活動しているその他の社会的機関を選出し，それらの報告を
聞く。
「労働集団・・・・・に関するソ連邦法律」（長砂） （藤井） （577)117 
国家生活および社会生活のその他の問題を審議する。
第Il章企業，施設，組織の管理における
労働集団の基本的権限
第6条 経済発展および社会発展の計画化における労働集団の権限
労働集団は，
企業，施設，組織の経済発展および社会発展の展望計画と当面計画（活動
計画）の草案の策定と審議に参加する。この計画草案は，労働集団によって
それが検討されたのちに承認に付される。
追加的な予備と可能性を考慮する呼応計画を策定し採択する。
＊ズラスチョート
計画および契約義務の遂行，経営計算制の強化と発展に関する措置を実行
する。
労働生産性の向上，生産効率の向上，活動ぬ質およぴ産出される生産物の
品質の向上に襲する施策を承認し実行する。
計画と契約義務の遂行状況，計画の変更の原因，生産・経済活動の結果に
ついて管理部から報告を聞き，しかるべき勧告をおこない，必要な場合には
それを上級機関に通告する。
第7条 団体協約締結に関する労働集団の権限
労働集団は，
団体協約の策定に参加し，それを審議し，それに関する決定を採択し，企
業と組織の労働組合委員会がその協約に署名することを委任する。
団体協約の遂行の確保に関する措置を実行する。
団体協約の遂行について，企業，組織の管理部および労働組合委員会の報
告を聞く。必要な場合には，団体協約に関する義務を遂行しない人の責任を
追求する問題を提起する。
第8条 社会主義的所有の安全の確保と物質的資源の合理的利用とにおけ
る労働集団の権限
労働集団は，
118(578) 第 28巻第 4 号
社会主義的所有の安全の確保とその増大に関する措置，非経済性と人民財
産にたいする怠慢な態度と闘う措置，国家資産および社会資産の横領の予防
に関する措置を実行する。
内部予備のより完全な解明と利用，原料と資材，エネルギーと燃料の支出
の科学的に根拠のある標準化と合理的で節約的なその利用の確保，損失およ
び生産上の不良品の原因の除去，設備，機械，その他の固定フォンドの効率
的利用に向けられた提案をおこない，措置を実行する。
土地，埋蔵物，水，森林その他の天然資源の合理的利用に関する措置を実
行する。
社会主義的所有の保全と物質的資源および財政資金の合理的利用に関する
法令を侵犯する働き手，不良で標準に合わない生産物を産出する働き手の責
任を，定められた手続で追求する問題を提起する。
第9条 労働規律の確保における労働集団の権限
労働集団は，
管理部と労働組合委員会の提案に従って，内部労働秩序の規則を承駆し，
その遵守の確保に関する措置をとる。
労働規律の状態を審議し，その強化に関する措置を実行する。
労働上の成功をめざして社会的奨励の措置をとり，道徳的奨励と物質的奨
励のために働き手を推薦する。国家賞に推挙される侯補資格者に関して意見
を述べる。
生産の革新者およぴ先進者，また企業，施設，組織で長期間，誠実に働い
ている人のために，現行の手続きに従ってこの目的に取り分けられた資金に
よる，追加的な特典や特権を定める。
労働規律の遮反に妥協しない環境の創出を確保し，労働義務を良好に遂行
しない働き手にたいしては厳しく同志的に要求する。労働規律に遼反した集
団成員に社会的処罰の措置（同志的叱責，社会的譴責）をとり，労働規律遮
反者についての資料を同志裁判所の検討に託す。
労働規律遮反者の責任を，法令に従って，より低く支払われる仕事への一
「労働集団・・・・・・に関するソ連邦法律」（長砂） （藤井） (579)119, 
時的転任や免職を含めて，追求する問題，労働規律遮反者から報賞金，年間
活動の総括による，また年功にたいする報酬，動続期間にたいしての追加的
休暇を，完全あるいは部分的に剥奪する問題，企業，施設，組織が蒙った物
質的損害の賠償の問題，住宅提供の順番の繰り延べの問題，および法令によ
って規定されたその他の働きかけの措置をとる問題を提起する。
労働集団は，労働規律遮反者に課せられた処罰を，期限前に，その適用の
日から一年以内に，撤回する権利をもっており，また，規律上の処罰の期限
前撤回について，あるいは労働規律遮反にたいして管理部がとった働きかけ
の別の措置の効力の停止について，もしその集団成員が規律上の新たな遮反
をせず，誠実な働き手となった場合には，請願する権利をもっている。
第10条 科学，技術の成果の導入，働き手の創造的イニシアチブの発展に
関する労働集団の権限
労働集団は，
科学・技術進歩の促進，科学の成果，新技術，先進的な生産工程，科学的
労働組織および管理の，生産およびその他の生活部面への広範な導入に向け
ての措置をとる。
大衆的な技術的創意，発明と合理化，生産の革新者の権利の保膜に働きか
ける。科学協会と科学・技術協会，発明者と合理化者の組織を支援する。
道徳的刺激化の措置をとり，新技術，新生産工程の開発と導入，先進的経
験の普及に積極的に参加する働き手の奨励について提案する。
科学と技術の成果の導入に閲する施策，創造的イニシアチプ，発明および
合理化の発展に関する施策の実行について管理部から聴取し，しかるべき勧
告をおこなう。
第11条 労働の組織化，標準化，支払いの領域での労働集団の権限
労働集団は，
労働生産性の向上，より少ない人数での定められた計画の遂行，労働時間
の利用の改善を促す労働組織の進歩的形態の導入に関する措置を提案し，実
行する。
120(580) 第 28巻第 4 号
人員数の削減によって，定められた手続で集団内で得られた賃金フォンド
ノルマ
の節約分を，現行の標準量（課題）とくらべてより多くの作業量を遂行する
働き手を刺激するために利用する問題の決定に参加する。
技術的に根拠のある労働支出の標準量の適用の拡大，およびそれを遂行す
るための条件の創出に向けられた提案の策定に参加する。
労働支払の改善，個人的な労働上の貢献にみあう各働き手の賃金の保障に
ついて，および集団の活動の最終成果への賃金の依存度の強化について提案
をおこなう。
働き手の報賞の改善および物質的奨励フォンドによるその他の支払いと特
典の供与について，提案を審議し，承闊する。
現行の労働標準量と労働支払い条件の適用にたいして点検をおこなう。
コムソモール・青年集団の結成についてコムソモール組織の提案を検討
し，自らの勧告をおこなう。
第12条 働き手の労働上の積桓性の発展と社会主義競争の組織化における
労働集団の権限
労働集団は，
集団成員の労働上の積極性をあらゆる手をつくして高め，社会主義競争，
労働にたいする共産主義的態度をめざす運動を発展させる。
企業，施設，組織における社会主義競争の条件を確認し，勝利者の道徳的
および物質的奨励の措置を決める。
社会主義的義務を引きうけ，その遂行に関する措置を実行する。社会主義
競争の公開制を保障し，その総括をおこない，勝利者を決める。
先進的経験の普及と導入に関する施策の策定と実行に参加する。
他の労働集団との社会主義競争および創造的協力について契約を締結す
る。
社会主義的義務の遂行を促す組織・技術的施策の実行について，管理部と
労働組合委員会の通報を聴取し，しかるべき勧告をおこなう。
「労働集団……に関するソ連邦法律」（長砂） （藤井） (581)121 
第13条 人材の養成，資格向上および配置における労働集団の権限
労働集団は，
カードル
人材の養成，配置および合理的利用，集団の安定性の確保．，企業，施設，
組織の構造の改善の問題の審議と決定に参加する。労働においてぬきんでた
集団成員を， 作業に関する等級（クラス）の引上げあるいは昇進に推薦す
る。
ナスクブニチェストラポ
人材の資格向上， 労働者の新しい職業の習得，指導職制の発展，先進
的な労働方法の学習に関する学校の活動の問題を検討する。
企業施設，組織における指導的な働き手の任命の問題の決定に，ソ連邦
の法令に従って，社会組織を通して参加する。これらの働き手の任命および
職務からの解任は，労働集団の意見を考慮しておこなわれる。
働く青年の教育，青年の職業上の養成，集団内部での青年の定着の問題を
コムソモール組織の参加をえて検討し，しかるべき勧告をおこない，後援学
校の生徒の労働訓練および職業指導の改善を促す。
企業，組織の資金による奨学金支払いをともなう，上級および中級の専門
学校での学習に派遣するために，生産先進者の侯補資格者を承認する。
第14条 経済的刺激化フォンドの配分と利用における労働集団の権限
労働集団は，
物質的奨励フォンド，社会・文化的施策と住宅建設のフォンド，生産発展
フォンドの資金利用の問題の決定に参加し，これらのフォンドの支出予算を
審脹および可決し，その遂行を点検する。企業および組織で形成された物質
的奨励フォンド，社会・文化的施策と住宅建設のフォンドの資金は，労働集
団の同意なしには，これを取りくずすことはできない。 ， 
協同組合的および個人的住宅建設のために，また，物質的奨励フォンド，
社会・文化的施策と住宅建設のフォンド，およびこれらの目的に予定された
その他のフォンド（資金）による住宅条件の改善あるいは家政の必要品の備
え付けのために，定められた手続きで働き手に物質的援助を提供する問題の
決定に参加する。このような物質的援助が提供されうる働き手の候補資格者
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を承認する。
第15条 労働条件と労働保全の改善における労働集団の権限
労働集団は，
労働条件，労働保全および療養・衛生上の施策の改善の総合計画を審議お
よぴ可決し，その計画の遂行を点検する。
技術的再装備，機械化と自動化，生産組織の改善と生産技能の向上，手労
働，不熟練労働および重肉体労働の縮小に襲して提案をおこない，そ．の実硯
に積極的に参加する。
働く婦人の労働と生活の条件の改善，母親と子供の保護の強化に関する施
策を策定し実行する。
労働保全に予定された資金の利用を点検し，また，企業，施設，組織にお
ける労働保全に関する規則および訓令の，すべての働き手による遵守を点検
する。
社会保険の資金の利用の問題を審議し，しかるべき提案をおこなう。
環境保全の改善に関して提案をおこないその措置の実行に参加する。
労働保全の規則と環境保全についての法令に遁反した人の責任を追求する
問題を提起する。
第16条 働き手の社会・文化的条件，住宅•生活条件の改善における労働
集団の権限
労働集団は，
社会・文化的施策と住宅建設の計画を検討および可決し，その遂行につい
ての報告を聞く。
住宅条件の改善を必要としている人の登録に関連した問題の決定に参加
し，しかるべき勧告をおこなう。住居配分での点検と公開制を確保する。
フォンド・シルパトレード
社会・文化的施策と住宅建設のフォンド，日用品フォンド，およびこれら
の目的に予定された企業， 施設， 組織のその他のフォンドの資金による住
宅，幼児用および学齢前児童用の施設および文化・生活用のその他の対象物
の建設についての決定を採択する。これらのフォンドによって建設された建
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造物の部屋は，労働集団の合意なしには，その他の組織に引渡されたり，別
の目的に利用されたりはできない。
住居建設協同組合を組織することについて提案をおこなう。
公益サーヴィス，生活サーヴィス，医療サーヴィス，商業，公共食堂，輸
送活動の状態を審議し，しかるべき提案をおこなう。
サーヴィスの部面の企業と組織，医療・予防施設の活動にたいする社会的
点検を実行する。
企業と組織の副業の組織化と活動，集団園芸と莱園，個人的副業の問題の
決定に参加する。
集団成員とその家族の休息の組織化，体育とスボーツの発展の問題の決定
に参加する。
スボーツ活動および防衛・大衆活動の状態，集団成員とその家族に奉仕す
る衛生施設，児童施設，文化・啓蒙施設活動の状態を検討し，しかるべき提
案をおこなう。
大祖国戦争の参加者，およぴ以前に労働集団成員であった年金生活者につ
いて配慮し，ソヴェト人民の革命的，戦闘的およぴ勤労的伝統のうえに，社
会的労働，青年教育に彼らが積極的に参加することを促す。
第17条 共産主義教育に関する活動の組織化における労働集団の権限
労働集団は，集団成員の総合的な思想・政治教育，労働教育，道徳教育，
法律教育およぴ経済教育に関する措置，集団内の健全な道徳的・心理的風土
の確保に関する措置，自らの集団に所属することに誇りを感じるように動労
者を教育することに関する措置，ソヴェト的な伝統と儀礼の導入と発展に関
する措置，を実行する。
住民のなかでの政治・教育活動および文化・啓蒙活動に参加し，家族の強
化と子供の教育の改善，生活のなかでの共産主義的道徳性の規範の確立，を
促す条件の創出に参加する。
文化・啓蒙的施策の計画を可決する。
ソヴェド愛国主義，社会主義的国際主義，諸民族の友好と親交，法律の遵
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守，社会主義的共同生活の規則の尊重，人民財産にたいする注意深い態度，
深酒，乱暴狼藉，貪欲およびその他の共産主義的道徳に反することにたいす
る非和解的態度の精神で集団成員を教育する措置をとる。
法律遣反の予防に関する活動に参加し，法律遣反をおこなった人の再教育
に関する措置を実行する。
第18条生産作業班集団の基本的権限
ブリガーダ
生産作業班集団ー企業，組織の労働集団の基層的な環ーの権限は，この法
律に従って，ソ連邦閣僚会議が定める手続で確謁される，作業班に関する規
程によって規定される。
生産作業班集団は，
直接にあるいは作業班評議会を通じて，作業班の編成，その計画化と組織
化，労働支払いと労働刺激化，働き手の資格の向上，作業班の成員の教育，
規律違反者の責任追求の問題の決定に参加する。
作業班長の任命について，管理部に同意を与え，もし彼が集団の信頼を得
なかったならば作業班長の職責から彼を解任することを管理部に要求する権
利をもつ。
社会的機関ー作業班評議会を選出する。
第皿章企業施設，組織の管理における
労働集団の権限の行使
第19条 企業，施設，組織の管理における労働集団の権限の行使の形態
労働集団の権限は，直接に，企業，施設，組織の労働集団の総会（あるい
は代表者会議）によって行使される。
集会と集会との期間， 労働集団の権限を行使するのは， つぎのものであ
る。
管理部および党組織，労働組合組織，コムソモール組織の選出機関が共同
で。
労働組合組織およぴ労働集団のなかで活動しているその社会組織が，その
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規約およびソヴェトの法律に従って。
企業，施設，組織の管理部がその権限に従って，あるいは労働集団の委任
によって。
管理部と労働組合委員会は，総会と総会との期間における労働集団の権限
の実行に関する自らの活動について，労働集団成員に系統的に情報を提供す
る。
第20条 労働集団の総会（代表者会議）
企業，施設，組織の労働集団の総会（代表者会議）は，労働集団の生活と
活動のもっとも重要な問題を検討する。企業，施設，組織の労働組織の集会
（代表者会議）は，職場，支部，職区，作業班，その他の細部分に関しても
おこなわれることができる。
労働集団の代表者会議は，多交代制あるいは職場，支部，職区およびその
他の構造上の細部分の地域的分散性が原因となって集会の召集が困難な，企
業施設，組織においておこなわれる。代表者会議への代議員は，労働集団
が規定する規準と手続きに従って選出される。
労働集団の集会（代表者会議）で検討される問題は，党組織，労働組合組
織およびその他の社会組織，管理部，人民統制機関，常設生産協議会，集団
の個々の成員のイニシアチブによって，また，管理部と社会組織の共同のイ
ニシアチブによって持ちこまれる。労働集団の集会（代表者会議）は， 企
業，施設，組織の労働組合委員会と管理部によって共同で召集される。
企業，施設，組織の労働集団の集会（代表者会議）は必要に応じて，ただ
し少なくとも年に 2回，おこなわれる。
集会は，集団の成員総数の過半数がそれに参加する場合に，代表者会議は
代巖員の3分の2以上が参加する場合に，成立したものとみなされる。
第21条 労働集団の総会（代表者会議）の決定
労働集団の総会（代表者会議）の決定は，集会（代表者会議）に出席した
集団成員の挙手による多数決で採択される。職場および企業，施設，組織の
その他の細部分で労働集団の集会をおこなうさいには，決定は，集会に出席
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した労働集団成員の多数がそれに賛成した場合に， 採択されたとみなされ
る。決定は集団の全成員に報告される。
その権限と現行の法令とに従って採択された労働集団の集会（代表者会議）
の決定は，集団成員，企業，施設，組織の管理部にとって義務的である。
労働集団の集会（代表者会議）の決定の遂行にたいする点検は，労働組合
委員会によって，また，企業，施設，組織の管理部によって，その権限ある
いは集会（代表者会議）の委任に従って，遂行される。管理部は決定の遂行
状況について労働集団に情報を提供する。
労働集団の提案と勧告は，管理部，労働組合組織，およびその他の社会組
織によって，必要な場合にはしかるべき国家機関および社会機関によっても
ーカ月以内に検討に付される。提案と勧告の検討の結果について，管理部，
上述の組織および機関は，労働集団に伝える。
第W章 この法律の効力とその適用の特殊性
第22条 この法律の効力
この法律の効力は，すべての企業，施設，組織の労働集団に及ぴ，また，
それらの職場，支部，およびその他の細部分の集団にも，それらの管轄の範
囲内で及ぶ。
コルホーズ，その他の協同組合組織および社会組織の労働集団では，この
法律は， その活動を規制するしかるべき規約と規程を考慮して， 適用され
る。
第23条 この法律の適用の特殊性
国民経済の個々の部門と国家生活およぴ社会生活の部面においてこの法律
の条項を適用するさいの特殊性は， その特性を考慮して， ソ連邦の立法行
為，ソ連邦閣僚会議および全ソ連邦労働組合中央評議会の決定によって定め
られる。
<1983年6月17日，ソ連邦最高会議で採択＞
「労働集団.....に関するソ連邦法律」（長砂） （藤井） (587)1町
訳者あとがき（若干の解説）
ここに訳出したソ連の「労働集団法」は， 本年4月にその草案が発表さ
れ， 全人民的討議にかけられたあと， 6月17日にソ連邦最高会議で採択さ
れ， 8月1日から施行されるものである。最高会議では，第一副首相のゲ・
ア・アリエフが法案について長大な報告をおこなった。
最初に発表された草案と成立した法律とを比較すると，大筋において変化
はないが，無数といってよいほどの追加・補正がおこなわれている。最高会
議自体では実質的審議はなかったが，全人民的討議の成果がここによく表わ
れており，ソ連における社会主義的民主主義の今日の姿を示している。
ソ連における「労働集団法」への歩みは，多分， 1965年の経済改革におい
て企業＝集団の自主性が重視されるようになったところから始まる，といっ
てよい。その後， 1977年の新憲法がその第8条で労働集団について初めて詳
しく規定したことから，今日の「労働集団法」の作成が具体的に構想される
ようになった。今日までかなりの年数を経ており，慎重に検討されたことが
うかがえる。この慎重さには， 1980年以来のポーランドの事態も影響したで
あろう。そのことは，法律の内容にも及んでいる，とみてよい。
この法律の「画期的な」意義は，ユー・ヴェ・アンドロポフ書記長が最商
会議の前日に党中央委員会でつぎのように発言したことに，端的に示されて
いる。「いうまでもなく， 党綱領の新しい編さんのなかで大きな位置を占め
なければならないのは，生産管理における民主主義的原則のいっそうの発展
というテーマである。明日，ソ連邦最高会議の会期で，わが国の歴史で最初
の労働集団法の草案が検討されることになっている。これは，大きな政治的
意義をもった法令である。この法律が，詳細な，真に全人民的な審議ののち
に採択されるのは，正しいことであり，良いことである。そして非常に重要
なのは， それが完全に実施されるようにすることである。」（『経済新聞』，
1983年第35号， 5ペー ジ）。
「労働集団法」の前文には， その草案にはなかった， 「真の社会主義的自
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主管理」という新概念が登場している。ゲ・アリエフの報告でも，またイエ
・トルカノフスキーの注目すぺき論文「生産管理における民主主義的原則の
発展」（『コムニスト』， 1983年第8号）でも，「社会主義的自主管理」が強調
されている。今回の「労働集団法」が， ソ連における「真の社会主義的自主
管理」の制度を示す重要文献であることは間遮いない。このことの意義は大
きい。なぜなら，従来のソ連では，将来における「共産主義的自主管理」の
概念は肯定されることはあっても， 「社会主義的自主管理」の概念は一般に
は承聡されてこなかったからである。ソ連の内外情勢が新制度と新概念の承
慰を迫った，といえるであろう。
ただし，「労働集団法」がどこまで「社会主義的自主管理」の名に値するも
のであるか， については大いに議論の余地がある。「真の」という形容詞が
それにつけられるところに，問題の核心があるように思われる。ここは詳論
の場ではないが，われわれの暫定的な結論によれば，これは，周辺的・末端
的な「自主管理」であり，独自の自主管理機関をもたない「自主管理」であ
り，民主主義的中央集権制と単独責任制と両立すべき「自主管理」である。
そのような「真の社会主義的自主管理」が「共産主義的自主管理」に成長
転化するには，なおいくつかの本質的な飛躁•前進が必要であるように思わ
れる。 ともあれ， 「社会主義的自主管理」概念の「公認」をともなう「労働
集団法」の制定は，ソ連（型社会主義）にとって一大進歩ではある。
「労働集団法」の訳出は長砂が発意し，最初の草案（『経済新聞』， 1983年
第16号）の訳出を藤井に依頼した。藤井の草稿に長砂が手を入れ，さらに，
採択された法律（『経済新聞』， 1983年第26号）における変更・修正個所は長
砂が訳出し，最後に全体の調整をおこなった。したがって，この訳文は，長
砂と藤井の共同作業である。
訳出に当っては，できるかぎりの厳密さを追求したが，法律用語には不慣
れなわれわれであるから，思わぬ誤訳あるいは不適切な訳をしているかも知
れない。大方の叱責を得て改善したい。 (1983年7月15日）
